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2026年6月29日

● 今週の主要経済指標と政治スケジュール

出所） 各種情報、Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

注） （日）は日本、（米）は米国、（欧）はユーロ圏、（英）は英国、
 （独）はドイツ、（仏）はフランス、（伊）はイタリア、
（豪）はオーストラリア、（中）は中国、（伯）はブラジルを指します。
日程および内容は変更される可能性があります。

★は特に注目度の高いイベント

情報提供資料

6/29 月
（日） 中川日銀審議委員任期

6/30 火
（日） 5月 鉱工業生産（速報、前月比）

4月：+0.5%、5月：（予）+0.7%

（米） 5月 雇用動態調査（JOLTS、求人件数）

4月：761.8万件、5月：（予）728.8万件

（米） 6月 消費者信頼感指数（ｺﾝﾌｧﾚﾝｽ･ﾎﾞｰﾄﾞ）

5月：93.1、6月：（予）94.6

（中） 6月 製造業PMI（政府）

5月：50.0、6月：（予）50.1

（中） 6月 非製造業PMI（政府）

5月：50.1、6月：（予）49.9

7/1 水
★ （日） 6月 日銀短観（大企業製造業、業況判断DI）

現在　3月：+17、6月：（予）+16

先行き　3月：+14、6月：（予）+13

（米） 6月 ADP雇用統計（民間雇用者数、前月差）

5月：+12.2万人、6月：（予）+11.9万人

★ （米） 6月 ISM製造業景気指数

5月：54.0、6月：（予）53.9

（欧） 6月 消費者物価（前年比、速報）

総合　5月：+3.2%、6月：（予）+3.0%

除く食品･エネルギー･アルコール･タバコ

　　　　5月：+2.6%、6月：（予）+2.5%

★ （欧） ECBフォーラム討論会（政策パネル）

（他） 米国・メキシコ・カナダ協定（USMCA）見直し期限

7/2 木
★ （米） 6月 労働省雇用統計

非農業部門雇用者数（前月差）

5月：+17.2万人、6月：（予）+11.5万人

平均時給（前年比）

5月：+3.4%、6月：（予）+3.5%

失業率

5月：4.3%、6月：（予）4.3%

（米） 新規失業保険申請件数（週間）

6月20日終了週：21.5万件

6月27日終了週：（予）22.0万件

7/3 金
（米） 独立記念日振替休日（市場休場）

● 電子部品価格はかつてない速度で上昇

米国とイランの軍事攻撃の応酬はひとまず停止、米雇用統計等に注目
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注）直近値は、2026年5月

(年)

(%) 米国 電子部品生産者物価の前年比

■ 先週は半導体株主導で株価が下落

先週は日経平均、S&P500、独DAX®が下落し、日米独

の10年債利回りは低下、為替市場では米ドルが独歩高と

リスク回避型の相場展開でした。フィラデルフィア半導

体指数 (SOX)は▲7.9%、韓国総合株価指数 (KOSPI)も

▲7.1%下落。市場はAI投資関連銘柄が主導する強気相場

の持続性を疑問視しました。半導体メモリーなど電子部

品価格が急騰する中で(図)、市場は供給のひっ迫と価格上

昇のリスクを懸念。オープンAIがIPO(新規株式公開)延期

を検討との26日の報道も市場心理を冷やしました。

WTI原油先物は先週25日に5日ぶりに反発。ホルムズ海

峡を通航中の船舶に攻撃との報道に反応しました。その

後は米軍がイランの軍事施設を攻撃し、イランもク

ウェートやバーレーンの軍事施設を攻撃。報復の応酬が

続く中、米国とイランが相互の攻撃の停止で合意との28

日の報道を受けて、週明け29日のWTI原油先物は1バレル

70ドル台(先週末終値69ドル台)で寄り付きました。

■ 今週は中東情勢や米経済指標に注目

今週も中東情勢や米国の経済指標が焦点です。先々週

の米FOMC後のウォーシュ新議長の会見はタカ派的と受け

止められ、金利先物による今年末のFF金利予想は3.943%

と年内1回以上の利上げを織り込み。この市場予想が今後

も維持されるのか2日の米雇用統計が注目されます。日本

は1日に日銀短観、欧州(ユーロ圏)は1日に消費者物価(6月)

を公表予定。1日のECBフォーラム討論会にはラガルド

ECB総裁に加え、ウォーシュ米FRB議長やベイリー･イン

グランド銀行総裁なども登壇する予定です。（入村）

出所）米国労働統計局(BLS)より三菱UFJアセットマネジメント作成
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金融市場の動向 

● 株式市場の動き

● 長期金利（10年国債利回り）の動き

● 為替相場の動き

出所） MSCI、S&P、Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成 出所）Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

● 主要金融市場の動き（直近1週間）
※騰落幅および騰落率は直近値の1週間前比

注）上記3図の直近値は2026年6月26日時点。
当該日が休場の場合は直近営業日の値を記載。

注）MSCI WORLD、MSCI EM、S&P先進国REIT指数は米ドルベース。
原油は1バレル当たり、金は1オンス当たりの価格。
騰落幅、騰落率ともに2026年6月19日対比。
当該日が休場の場合は直近営業日の値を使用。

6月26日 騰落幅 騰落率%

日本 日経平均株価 （円） 69,360.88 -1,889.18 ▲2.65

TOPIX 3,963.36 -81.60 ▲2.02

米国 NYダウ （米ドル） 51,876.11 311.41 0.60

S&P500 7,354.02 -146.56 ▲1.95

ﾅｽﾀﾞｯｸ総合指数 25,297.62 -1,220.31 ▲4.60

欧州 ｽﾄｯｸｽ・ﾖｰﾛｯﾊﾟ600 635.88 0.27 0.04

ドイツ DAX®指数 24,671.22 -314.60 ▲1.26

英国 FTSE100指数 10,508.02 144.75 1.40

中国 上海総合指数 4,027.27 -63.22 ▲1.55

先進国 MSCI WORLD 4,744.35 -83.25 ▲1.72

新興国 MSCI EM 1,706.40 -79.82 ▲4.47

6月26日 騰落幅 騰落率%

先進国 S&P先進国REIT指数 299.27 11.61 4.04

日本 東証REIT指数 1,824.60 49.68 2.80

6月26日 騰落幅

日本 2.610 -0.035 

米国 4.371 -0.084 

ドイツ 2.851 -0.134 

フランス 3.635 -0.108 

イタリア 3.586 -0.110 

スペイン 3.343 -0.112 

英国 4.731 -0.111 

カナダ 3.386 -0.011 

オーストラリア 4.718 -0.092 

6月26日 騰落幅 騰落率%

米ドル 161.74 0.44 0.27

ユーロ 184.14 -0.97 ▲0.52

英ポンド 213.46 -0.03 ▲0.01

カナダドル 113.97 -0.03 ▲0.03

オーストラリアドル 111.53 -1.55 ▲1.37

ニュージーランドドル 91.27 -1.29 ▲1.40

中国人民元 23.783 -0.043 ▲0.18

シンガポールドル 124.994 0.079 0.06

インドネシアルピア（100ﾙﾋﾟｱ） 0.9025 -0.0036 ▲0.40

インドルピー 1.7125 0.0027 0.16

トルコリラ 3.466 -0.004 ▲0.12

ロシアルーブル 2.0630 -0.1427 ▲6.47

南アフリカランド 9.824 -0.003 ▲0.03

メキシコペソ 9.219 -0.085 ▲0.91

ブラジルレアル 31.283 -0.026 ▲0.08

6月26日 騰落幅 騰落率%

原油 WTI先物 （期近物） 69.23 -7.37 ▲9.62

金 COMEX先物 （期近物） 4,078.70 -145.40 ▲3.44

株式

為替（対円）

10年国債利回り

商品

リート

（単位：ポイント）

（単位：%）

（単位：円）

（単位：米ドル）

（単位：ポイント）
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【図1】半導体関連株のPERは過度に高い水準とは言えず■ 日経平均株価は過熱感意識され乱高下

先週の国内株は不安定な値動きでした。短期間での急

上昇で高値警戒感が広がるなか、週前半は米半導体大手

マイクロン･テクノロジー決算への警戒が重しとなり、ハ

イテク株中心に軟調。日経平均株価は7万円を下回るも、

同社が好決算を発表すると、25日には大幅反発し最高値

を更新しました。週末には米OpenAIが新規株式公開を先

送りする可能性が報じられソフトバンクGが急落、ま

た、半導体供給不足を受けた米アップル製品の値上げも

嫌気され、同指数の前日の上昇は帳消しとなりました。

AI･半導体関連株には過熱感も意識されていますが、

株価が急上昇するなかでも、PER（株価収益率）からは

過度な割高感は感じられません（図1）。足元の株高は、

堅調な利益成長を素直に反映したものと言えそうです。

■ 6月PMIは中東懸念緩和で回復基調

6月のPMI（購買担当者景気指数）は製造業が54.9と景

気拡大･悪化の分岐点50を6カ月連続で上回りました。設

備投資需要などの内需に支えられ新規受注指数も上昇、

製造業の景況感は高水準で推移しています。一方、サプ

ライヤー納期は依然として低水準となり、原材料不足な

ど供給制約懸念は払拭しきれておらず（図2）、ホルムズ

海峡開放を巡る交渉の行方が注視されます。

サービス業PMIは51.8と中東懸念緩和により50超に回

帰するも、新規輸出事業指数が3カ月連続で低下。原油高

に伴う燃油サーチャージ引き上げによる訪日外客数の伸

び悩みを示唆している可能性も考えられ、インバウンド

需要減が景気回復の足かせとなるリスクに要警戒です。

■ 日銀短観6月調査は製造業で小幅悪化か

6月の東京都区部消費者物価は、コア（生鮮除く総

合）が前年比+1.6%と前月の同+1.3%から伸びが加速しま

した。東京都による水道基本料金の時限的な無償化は、

5-9月のコア物価押し下げに寄与する一方、同政策は去年

6-10月も実施されたため、前年比ベースの押し下げ効果

は6月に解消。また、6月からの診療報酬引上げが物価押

し上げ要因となりました。一方、原油高による影響はガ

ソリン暫定税率廃止や補助金の効果もあり限定的です。

今週は日銀短観6月調査が公表予定。中東情勢緊迫化

の下、大企業の業況判断DIは製造業が低下、非製造業で

横ばいが見込まれます。供給制約によりサプライチェー

ンの川上である素材業種を中心に業況悪化が予想されま

す。また、原油高の基調物価への影響を見極める上で3･5

年後の企業の物価見通しにも注目です（図3）。（大畑）

日本 日経平均株価は高値警戒感から不安定な値動きが続く

【図3】原油高で3･5年後の企業物価見通しが高まるか注視

【図2】6月のPMIは製造業･サービス業とも回復

出所）S&Pグローバルより三菱UFJアセットマネジメント作成

日本 購買担当者景気指数（PMI）

出所）日本銀行より三菱UFJアセットマネジメント作成

日銀短観 企業の物価見通し（前年比）

出所）Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

注）直近値は2026年6月（速報）。

注） MSCI日本半導体･半導体製造装置株指数。直近値は2026年6月26日。

日本 半導体関連株指数と予想PER

注）直近値は日銀短観2026年3月調査。
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米国 株式市場が不透明感を強める中で、雇用統計を無難に通過できるのか

【図1】2026年は後半戦へ。これまでの騰落率を再確認

出所）LSEGより三菱UFJアセットマネジメント作成

米国 主要指数年初来騰落率

【図2】耐久財受注は高水準で推移を続ける

米国 コア耐久財受注(前年比)

【図3】即時性指標はやや悪化も、依然健全な水準

出所）BLSより三菱UFJアセットマネジメント作成

注）直近値は新規申請件数が2026年6月20日終了週、
継続申請件数が同13日終了週。

米国 失業保険申請件数

出所）米センサス局より三菱UFJアセットマネジメント作成

注）直近値は2026年5月。
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■ 高値警戒感でテーマ選別色強まる株式市場

先週のS&P500は下落。FANG+に代表される大型テッ

ク株や半導体株(オープンAIのIPO延期報道が一因)が下落

する一方、ダウ工業株平均(中東和平による景気改善期待

を受けた出遅れセクター物色が一因)が上昇(図1)。足元、

高値警戒感等を受け選別色が強まる中で、「セル・イ

ン・メイ(夏場は相場が下落しやすいため、5月に株を売

れ)」との格言を思い起こす相場展開となっています。

不安定ながらも続く中東和平協議と原油価格の下落は

市場の追い風となるでしょう。ただし今週公表の雇用統

計が堅調な結果となった場合は、金利上昇が市場の冷や

水となる可能性も(足元市場は年内1回以上の利上げを織

り込む向きが大勢)。当分は資源価格や金利の様子を睨み

ながら、市場は一進一退で推移する見込みです。

■ 企業の業況・受注指標は堅調さ保つ

先週公表の6月購買担当者景気指数(PMI、速報値)は、

製造業が55.7(前月:55.1)、サービス業が51.3(同:50.7)とい

ずれも改善。懸念されていた価格動向についても、高水

準ながら中東和平の進展を受けて小幅に低下しており、

物価上昇圧力緩和の兆しを見ることができます。その他

公表された5月耐久財受注は、コア(航空除く非国防)が前

年比+10.5%と堅調。幅広い項目で受注改善の様子が見ら

れ、底堅い経済活動を印象づけました(図2)。

さらに木曜日公表の5月PCEデフレーターは、コア(食

品・エネルギー除く総合)が前年比+3.4%と前月から小幅

に加速したものの、前月比が横ばいとなったことや、市

場予想とほぼ同等だったことが市場の過度な利上げ警戒

を和らげる形となり、金利低下につながりました。

■ 今週は雇用統計週で金利変動に注意

今週7月4日に米国の建国250周年記念日を迎える中、

木曜日の雇用統計に注目です。過去3カ月、非農業部門雇

用者数は前月差15万人を上回る一方で、失業率は横ばい

を維持するなどヘッドラインは好調。足元の週次失業保

険申請件数をみると、新規件数が上昇するなどやや悪化

の様子も水準は健全さを保っており(図3)、今週の雇用統

計は低水準ながら過度な悪化は見えにくい見込みです。

6月の米連邦公開市場委員会(FOMC)でウォーシュ新議

長が見せたフォワードガイダンス緩和の姿勢を受けて、

市場は金融政策の先行きを見る上で経済指標をより重視

する形になると見られます。そのため、指標に対する市

場の反応の大きさも注目点でしょう。（牧）
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■ ユーロ圏の6月総合PMIは依然｢50｣割れも、
 需要･雇用環境は改善し、底入れへ

23日に公表されたユーロ圏の6月総合購買担当者景気

指数(PMI、速報値)は49.5と、好不況の分かれ目とされる

｢50｣を3ヵ月連続で割り込んだものの、市場予想(同49.1)

を上回る改善を示しました(図1)。4-6月期平均では48.9

と、1-3月期平均(51.3)を下回り、公表元は、景気後退を

辛うじて回避する程度の底堅さを維持していると評価。

域内景気は依然として活動縮小圏にありつつも、底入れ

に向けた安定化の兆しを示す結果となりました。

製造業PMIは51.3と小幅に低下も、活動拡大を示唆す

る水準を維持。足元で大きく低下してきたサービス業

PMIは48.9となお低水準ながら、旅行･レジャー需要の持

ち直しなどを背景に、前月から大きく上昇し、総合PMI

の改善を主導しました。また、製造業･サービス業ともに

新規受注指数や雇用指数には改善がみられ(図2)、需要環

境の悪化には歯止めがかかりつつあります。中東情勢の

改善を背景に、不透明感への懸念も和らぎつつあり、先

行きについても持ち直し基調の継続が期待されます。実

体経済の回復の確度を見極めるうえでは、新規受注や

サービス需要の回復の持続性が引き続き注視されます。

■ インフレ圧力根強くもピークアウトの兆し

インフレ圧力を巡っては、6月の総合PMIにおける価格

指数は仕入価格･販売価格ともに前月から低下(図3)。イ

ンフレ圧力にはピークアウトの兆しがうかがえるものの､

水準は依然高止まり。エネルギー価格高騰を起点とした

コストプッシュ圧力は根強く残り、先行きの消費者物価

に対する押上げ圧力は引き続き意識される状況です。

こうした中、欧州中央銀行(ECB)のラガルド総裁は22

日の欧州議会証言にて、不透明感の後退を踏まえ、現状

は6月見通しで示されたベースラインシナリオとより穏や

かなシナリオの中間に位置するとの認識を示しました。

また、インフレ期待の不安定化や賃金を通じた二次的影

響は現時点で確認されていないとしました。連続的ある

いは大幅な利上げは想定していないとみられ、より強力

な引き締めには慎重な姿勢がうかがえます。もっとも、

複数のECB高官からは追加引き締めの必要性を指摘する

発言もみられ、エネルギー価格上昇がもたらす二次的影

響への警戒感は維持されています。総じてみれば、ECB

は追加利上げの余地を残しつつも、段階的かつ抑制的に

政策運営を進めるスタンスにあると考えられます。年内

1-2回の追加利上げの可能性は残り、エネルギー価格動向

に加え、それが賃金やサービス価格に波及するかといっ

た二次的影響が、政策判断の鍵となりそうです。 (吉永)

【図1】ユーロ圏 6月総合PMIは｢50｣割れが継続も、
底入れの兆し

【図2】ユーロ圏 製造業･サービス業ともに、
新規受注･雇用の悪化に歯止め

【図3】ユーロ圏 価格指数は低下も、
  高水準で推移し、コストプッシュ圧力は根強く

ユーロ圏 購買担当者景気指数(PMI)

出所）S&Pグローバルより三菱UFJアセットマネジメント作成

注）直近値は2026年6月(速報値)。

ユーロ圏 製造業･サービス業PMI
(新規受注・雇用指数)

出所）S&Pグローバルより三菱UFJアセットマネジメント作成

注）直近値は2026年6月(速報値)。

ユーロ圏 総合PMI
(価格指数)

出所）S&Pグローバルより三菱UFJアセットマネジメント作成
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インド 足元で堅調な景気は今後鈍化する見込み
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【図1】固定資本投資等にけん引され景気が拡大

【図2】鈍化する製造業と好調なサービス部門

【図3】政府は5月半ばより燃料小売価格を引き上げ

出所）インド中央統計局、CEICより三菱UFJアセットマネジメント作成

出所）Indian Oil、Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

出所）インド中央統計局、CEICより三菱UFJアセットマネジメント作成
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■ 予想外に堅調であった1-3月期の経済

インドの景気は今年1-3月期に予想以上に堅調に拡大。

しかし、今後は中東紛争に伴う燃料価格上昇や中間財不

足の影響が強まり、景気は鈍化するとみられます。

6月5日、政府は1-3月期の実質GDPが前年比+7.8%(昨年

10-12月期+8.0%)拡大したと公表(図1)。昨年度(～2026年3

月)の成長率は+7.7%(一昨年度+7.1%)へ加速しました。1-

3月期の需要側では、内需(在庫投資を除く)の寄与度が

+7.8%pt (10-12月期+7.6%pt)へ上昇。固定資本投資が加速

した影響です。民間消費は前年比+7.1%(同+8.2%)へ鈍化

しました。物品サービス税(GST)減税に伴って前期に加

速した耐久財消費が正常化。政府は3月初以降も燃料小売

価格を据え置き、国際燃料価格高騰の影響が家計に及ぶ

のを防ぎました。政府消費は同+4.9%(同+4.6%)へ加速。

年度末の3月にかけて経常歳出の実行が加速しました。固

定資本投資は同+10.8%(同+8.2%)へ加速。年度末にかけて

中央政府の公共投資が落ち込んだ一方、民間投資が加速

しました。外需では、総輸出が同+3.7%(同+5.8%)、総輸

入も同+1.9%(同+7.2%)と輸出入とも鈍化。輸入の急減は

中東紛争に伴う供給網混乱の影響とみられます。

■ 今年度のGDP成長率は+6.5%前後へ鈍化か

生産側から算出された実質総付加価値 (GVA)は同

+7.9%(同+8.0%)とほぼ横ばいでした。農林漁業は同

+3.6%(同+1.7%)へ加速(図2)。恵まれた降雨量の下で育っ

た乾季作物が収穫されました。鉱業が同+5.4%(同+4.7%)

へ加速した一方、製造業は同+7.3%(同+12.8%)へ鈍化。原

油や石油ガス由来の中間材の供給が滞り、化学、繊維、

燃料精製等が軟調でした。建設業は同+8.4%(同+6.7%)へ

加速。中東紛争に伴う供給混乱から建材などの欠乏や価

格の上昇が見込まれる中、建設工事の前倒しが行われた

模様です。サービス部門は同+9.9%(同+9.9%)と好調。金

融･保険･不動産等が同+10.4%(同+11.6%)へ鈍化したもの

の、流通･宿泊･運輸･通信が同+12.5%(同+11.2%)、公共

サービス等も同+5.8%(同+4.9%)へ加速しました。

4-6月期以降は中東紛争や雨不足の影響が強まる見込

み。昨年のGST減税など景気刺激策の影響もはく落し景

気は鈍化するでしょう。また、政府は燃料小売価格を5月

半ばより引き上げており(図3)、家計の購買力が下押しさ

れる見込み。中東紛争に伴う供給網混乱の影響は4-6月期

より強くなり製造業生産を下押しするとみられます。足

元ではエルニーニョ現象による雨不足リスクも深刻化。6

月初より26日までの累積降雨量は平年比▲42%でした。

今年度(～2027年3月)のGDP成長率は+6.5%(昨年度+7.7%)

へ鈍化すると予想されます。（入村）
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出所） 各種情報、 Bloombergより三菱UFJアセットマネジメント作成

主要経済指標と政治スケジュール 

注）（日）日本、（米）米国、（欧）ユーロ圏･EU、（独）ドイツ、（仏）フランス、（伊）イタリア、 （英）英国、（豪）オーストラリア、（加）カナダ、
（中）中国、（印）インド、（伯）ブラジル、（露）ロシア、（他）その他、を指します。NAはデータなし。日程および内容は変更される可能性があります。

※ 塗りつぶし部分は今週、（*）は公表日未定

6/22 月 （欧） ECB経済報告 （米） 6月 ISM製造業景気指数

（欧） 6月 消費者信頼感指数（速報） （独） 7月 GfK消費者信頼感指数 5月：54.0、6月：（予）53.9

5月：▲19.0、6月：▲17.7 6月：▲29.7、7月：▲29.2 （欧） 6月 消費者物価（前年比、速報）

（中） LPR（優遇貸付金利）発表 （豪） 5月 失業率 総合　5月：+3.2%、6月：（予）+3.0%

1年物：3.00%→3.00% 4月：4.5%、5月：4.4% 除く食品･エネルギー･アルコール･タバコ

5年物：3.50%→3.50% （他） メキシコ 金融政策決定会合（結果公表） 　　　　5月：+2.6%、6月：（予）+2.5%

翌日物金利：6.50%→6.50% （欧） ECBフォーラム討論会（政策パネル）

6/23 火 （中） 6月 製造業PMI（民間）

（日） 6月 製造業PMI（速報） 6/26 金 5月：51.8、6月：（予）52.0

5月：54.5、6月：54.9 （日） 6月 消費者物価（東京都区部、前年比） （他） 米国・メキシコ・カナダ協定（USMCA）見直し期限

（日） 6月 サービス業PMI（速報） 総合　5月：+1.4%、6月：+1.7%

5月：50.0、6月：51.8 除く生鮮　5月：+1.3%、6月：+1.6% 7/2 木
（米） 6月 製造業PMI（速報） 除く生鮮･エネルギー （米） 6月 労働省雇用統計

5月：55.1、6月：55.7 　　　　5月：+1.6%、6月：+1.9% 非農業部門雇用者数（前月差）

（米） 6月 サービス業PMI（速報） （米） 6月 消費者信頼感指数（ミシガン大学、確報） 5月：+17.2万人、6月：（予）+11.5万人

5月：50.7、6月：51.3 5月：44.8、6月：49.5（速報：48.9） 平均時給（前年比）

（欧） 6月 製造業PMI（速報） （米） 6月 期待インフレ率（ミシガン大学、確報） 5月：+3.4%、6月：（予）+3.5%

5月：51.6、6月：51.3 1年先　5月：+4.8% 失業率

（欧） 6月 サービス業PMI（速報） 　　 　 　6月：+4.6%（速報：+4.6%） 5月：4.3%、6月：（予）4.3%

5月：47.7、6月：48.9 5-10年先　5月：+3.9% （米） 新規失業保険申請件数（週間）

（独） 6月 製造業PMI（速報） 　　　　　  　6月：+3.3%（速報：+3.4%） 6月20日終了週：21.5万件

5月：50.1、6月：（予）50.3 6月27日終了週：（予）22.0万件

（独） 6月 サービス業PMI（速報） 6/29 月 （欧） 5月 失業率

5月：48.1、6月：（予）49.0 （日） 中川日銀審議委員任期 4月：6.3%、5月：（予）6.3%

（英） 6月 製造業PMI（速報） （日） 5月 小売業販売額（前年比）

5月：53.9、6月：53.1 4月：+2.8%、5月：+5.3% 7/3 金
（英） 6月 サービス業PMI（速報） （欧） 6月 経済信頼感指数 （米） 独立記念日振替休日（市場休場）

5月：49.3、6月：48.7 5月：93.5、6月：（予）94.3 （中） 6月 サービス業PMI（民間）

（豪） 6月 製造業PMI（速報） （印） 5月 鉱工業生産（前年比） 5月：54.4、6月：（予）53.5

5月：50.7、6月：51.2 4月：+4.9%、5月：（予）+4.5% （伯） 5月 鉱工業生産（前年比）

（豪） 6月 サービス業PMI（速報） 4月：+2.7%、5月：（予）+1.2%

5月：48.7、6月：49.9 6/30 火 （他） 6月 トルコ 消費者物価（前年比）

（日） 5月 失業率 5月：+32.61%、6月：（予）+32.10%

6/24 水 4月：2.5%、5月：（予）2.5%

（日） 日銀 金融政策決定会合（6月15-16日）主な意見 （日） 5月 有効求人倍率 7/6 月
（日） 植田日銀総裁 あいさつ 4月：1.18倍、5月：（予）1.18倍 （米） 6月 ISMサービス業景気指数

         （全国信用金庫大会、氷見野副総裁代読） （日） 5月 鉱工業生産（速報、前月比） （欧） 5月 小売売上高（前月比）

（日） 5月 企業向けサービス価格（前年比） 4月：+0.5%、5月：（予）+0.7% （独） 5月 製造業受注（前月比）

4月：+3.3%、5月：+3.3% （米） 4月 S&Pｺﾀﾘﾃｨ/ｹｰｽ･ｼﾗｰ住宅価格

（米） 1-3月期 経常収支 　　　　（20大都市平均、前年比） 7/7 火
10-12月期：▲2,211億米ﾄﾞﾙ 3月：+0.83%、4月：（予）+0.92% （日） 5月 現金給与総額（速報、前年比）

1-3月期：▲2,268億米ﾄﾞﾙ （米） 5月 雇用動態調査（JOLTS、求人件数） （日） 5月 家計調査（実質個人消費、前年比）

（米） 5月 新築住宅販売件数（年率） 4月：761.8万件、5月：（予）728.8万件 （日） 5月 景気動向指数（CI、速報）

4月：62.6万件、5月：58.0万件 （米） 6月 シカゴ購買部協会景気指数 （米） 5月 貿易収支（通関ベース、季調値）

（米） マイクロン・テクノロジー 3-5月期決算発表 5月：62.7、6月：（予）55.4 （独） 5月 鉱工業生産（前月比）

（独） 6月 ifo企業景況感指数 （米） 6月 消費者信頼感指数（ｺﾝﾌｧﾚﾝｽ･ﾎﾞｰﾄﾞ）

5月：85.0、6月：85.6 5月：93.1、6月：（予）94.6 7/8 水
（豪） 5月 月次消費者物価（前年比） （独） 6月 失業者数（前月差） （日） 5月 経常収支（季調値）

4月：+4.2%、5月：+4.0% 5月：▲1.2万人、6月：（予）+0.5万人 （日） 6月 景気ウォッチャー調査（景気判断DI）

（独） 6月 消費者物価（EU基準、速報、前年比） （米） FOMC議事要旨（6月16-17日分）

6/25 木 5月：+2.7%、6月：（予）+2.5% （他） ニュージーランド　金融政策決定会合

（日） 田村審議委員 あいさつ （中） 6月 製造業PMI（政府）

（米） 1-3月期  実質GDP（確報、前期比年率） 5月：50.0、6月：（予）50.1 7/9 木
10-12月期：+0.5% （中） 6月 非製造業PMI（政府） （米） 6月 中古住宅販売件数（年率）

1-3月期：+2.1%（2次速報：+1.6%） 5月：50.1、6月：（予）49.9 （米） 新規失業保険申請件数（週間）

（米） 5月 個人所得･消費（前月比） （欧） ECB理事会議事要旨（6月10-11日分）

所得　4月：0.0%、5月：+0.7% 7/1 水 （中） 6月 消費者物価（前年比）

消費　4月：+0.4%、5月：+0.7% （日） 6月 日銀短観（大企業製造業、業況判断DI） （中） 6月 生産者物価（前年比）

（米） 5月 PCE（個人消費支出）ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ（前年比） 現在　3月：+17、6月：（予）+16

総合　4月：+3.8%、5月：+4.1% 先行き　3月：+14、6月：（予）+13 7/10 金
除く食品・エネルギー （日） 6月 消費者態度指数 （日） 6月 国内企業物価（前年比）

　　　　4月：+3.3%、5月：+3.4% 5月：33.6、6月：（予）34.1 （伯） 6月 消費者物価（IPCA、前年比）

（米） 5月 製造業受注 （米） 5月 建設支出（前月比）

（航空除く非国防資本財、前月比、速報） 4月：+0.4%、5月：（予）+0.2%

4月：▲0.7%、5月：+1.6% （米） 6月 人員削減数（前年比）

（米） 新規失業保険申請件数（週間） 5月：+3.4%、6月：（予）NA

6月13日終了週：22.7万件 （米） 6月 ADP雇用統計（民間雇用者数、前月差）

6月20日終了週：21.5万件 5月：+12.2万人、6月：（予）+11.9万人
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本資料に関してご留意頂きたい事項

■本資料は、投資環境等に関する情報提供のために三菱UFJアセットマネジメントが作成した資料であり、金融商品取引法に基づく開示資料では
ありません。販売会社が投資勧誘に使用することを想定して作成したものではありません。

■本資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。

■本資料は信頼できると判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性等を保証するものではありません。

■各ページのグラフ・データ等は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示
唆・保証するものではありません。また、税金・手数料等を考慮しておりません。

■本資料に示す意見等は、特に断りのない限り本資料作成日現在の三菱UFJアセットマネジメント ストラテジック・リサーチ部リサーチグルー
プの見解です。また、三菱UFJアセットマネジメントが設定･運用する各ファンドにおける投資判断がこれらの見解に基づくものとは限りません。

本資料中で使用している指数について

「日経平均株価」に関する著作権、知的所有権、その他一切の権利は日本経済新聞社に帰属します。

TOPIX（東証株価指数）、東証REIT指数に関する知的財産権その他一切の権利は株式会社JPX総研又は株式会社JPX総研の関連会社に帰属します。

ドイツ「DAX®」：本指数は、情報提供を目的としており、売買等を推奨するものではありません。

STOXXリミテッドはストックス･ヨーロッパ600指数に連動する金融商品を推奨、発行、宣伝又は推進を行うものではなく、本金融商品等に関し
ていかなる責任も負うものではありません。

FTSE International Limited(“FTSE”)©FTSE。“FTSE®”はロンドン証券取引所グループ会社の登録商標であり、FTSE International Limitedは許可を得
て使用しています。FTSE指数、FTSE格付け、またはその両方におけるすべての権利は、FTSE、そのライセンサー、またはその両方に付与され
ます。FTSEおよびライセンサーは、FTSE指数、FTSE格付け、もしくはその両方、または内在するデータにおける誤りや省略に対して責任を負
わないものとします。FTSEの書面による同意がない限り、FTSEデータの再配布は禁止します。

MSCI WORLD、MSCI EM、MSCI USA、MSCI JAPAN、MSCI GERMANYに対する著作権およびその他知的財産権はすべてMSCI Inc.に帰属しま
す。

S&P先進国REIT指数はS&Pダウ・ジョーンズ・インデックス（S&P DJI）の商品であり、これを利用するライセンスが三菱UFJアセットマネジメ
ント株式会社に付与されています。S&P DJIは、S&P先進国REIT指数の誤り、欠落、または中断に対して一切の責任を負いません。

ラッセル・インデックスに関連するトレードマーク、サービスマークおよび著作権は、Frank Russell Companyに帰属します。


